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証券コード 5184

平成31年３月８日

株 主 各 位

神戸市中央区江戸町９８番地１

代表取締役社長 前 田 龍 一

第135期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。

　さて、当社第135期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出
席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成31年３月26日（火曜日）当
社営業時間終了時（午後５時５分）までに到着するようご返送くださいますよう
お願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成31年３月27日（水曜日）午前10時
２．場 所 神戸市中央区港島中町６丁目１番地

神戸商工会議所　３階　神商ホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第135期（平成30年１月１日から平成30年12月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第135期（平成30年１月１日から平成30年12月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 取締役の報酬総額等改定および取締役に対する譲渡制限付

株式の割当てのための報酬支給の件
４．議決権行使にあたってのご注意

　第３号議案は、議案の内容をより正確にご理解いただくため、補足説明を
55頁に記載いたしておりますので、よくお読みいただいたうえ、議決権を行
使いただきますようお願い申しあげます。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類記載事項に
修正すべき事項が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.nichirin.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（ 第135期
平成30年１月１日から
平成30年12月31日まで ）

１．企業集団の現況に関する事項

(1)　事業の経過及びその成果

当連結会計年度（平成30年１月１日～平成30年12月31日）における世界経

済は、米国においては、個人消費は雇用・所得環境の改善により底堅く推移

し、企業収益も内外需の回復に伴い改善しております。これらの自律的な動

きに加え、大規模減税や歳出引き上げにより、一層の景気拡大が見込まれて

おります。一方、トランプ政権の保護主義的な政策については、ＮＡＦＴＡ

再交渉の合意により北米における貿易協定は維持されたものの、中国との貿

易摩擦については両国間の交渉が難航しており、世界的な注目が集まってお

ります。

欧州においては、外需拡大を背景に緩やかな景気回復が続いていました

が、英国のＥＵ離脱問題やフランス、ドイツでの政治的混乱等により、景気

の減速感が強まっております。

中国においては、良好な雇用・所得環境を背景に続いてきた個人消費の回

復にも陰りが見え、対米貿易環境の悪化により製造業では生産、投資を抑制

する動きが出始めております。今後は、政府による景気刺激策の拡大が予想

されるものの、米中貿易摩擦の激化とともに更なる経済の減速が懸念されて

おります。

アセアン地域においては、米国の利上げを受け通貨安や資金流出の懸念が

広がりましたが、米中貿易摩擦を背景とした中国からの生産移管でアセアン

各国の輸出が伸びるなど、地域差はありますが製造業を中心に堅調に推移し

ております。

日本経済は、豪雨、台風、地震といった自然災害による一時的な影響はあ

ったものの、雇用環境は引き続き好調に推移し、消費マインドにも持ち直し

が見られました。企業業績も堅調に推移しており、人手不足に伴う省力化目

的での設備投資が進められております。一方、中国経済の減速を背景とした

輸出の鈍化が日本にとって懸念材料となっております。

当社グループの主要事業分野である日本自動車業界に関する状況は、次の

とおりであります。
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当連結会計年度における国内自動車市場は、国内販売は一部メーカーで完

成車検査問題がありましたが、販売が好調な軽自動車により堅調に推移しま

した。海外需要に伴う完成車輸出は上期で増加したものの、世界経済の減速

によりしだいに減少し、国内生産全体でも伸びを欠くこととなりました。引

き続き日本国内の生産は、燃費の良い軽自動車・小型車、また実用的なミニ

バンを中心に行われており、安全技術を強化したモデルが人気を集めていま

す。

この結果、当連結会計年度における国内乗用車メーカー８社の国内四輪車

販売台数は、前年比0.8％増の476万台、四輪車輸出台数は、前年比3.1％増

の457万台となり、国内四輪車生産台数は、前年比0.5％増の923万台となり

ました。一方、国内乗用車メーカー８社の海外四輪車生産台数は、前年比

1.0％増の1,946万台となりました。

このような環境のなか、当連結会計年度の売上高は、62,413百万円（前連

結会計年度59,375百万円）、営業利益は8,449百万円（前連結会計年度8,516

百万円）、経常利益は8,512百万円（前連結会計年度8,629百万円）、親会社

株主に帰属する当期純利益は、4,644百万円（前連結会計年度4,883百万円）

となりました。

地域別の業績は、次のとおりであります。

① 日本

当社顧客向け国内販売が堅調に推移したことに加え、海外需要もアジ

ア向けで増加しました。さらに、昨年10月から新商品であるＩＨＸ（カ

ーエアコン用内部熱交換器）の量産が開始されたことにより、売上高は

33,051百万円（前連結会計年度31,651百万円）、受注増に伴う労務費の

増加により、営業利益は2,343百万円（前連結会計年度2,323百万円）と

なりました。

② 北米

北米市場は、好調な企業業績や雇用の安定を背景に堅調に推移してい

ますが、日系企業が得意としてきたセダン車の需要が減少し、小型トラ

ック・ＳＵＶ車の需要が増加する傾向が強まっています。また、北米子

会社では、５月から新商品であるＩＨＸ（カーエアコン用内部熱交換器）

の量産が開始された一方で、主力製品であったパワーステアリング用ホ

ースの需要が減少したことにより、売上高は11,908百万円（前連結会計

年度12,464百万円）、営業利益は534百万円（前連結会計年度658百万円）

となりました。

③ 中国

中国市場は、小型車減税が廃止されたことに加え、先行きの不透明感

から28年ぶりに新車販売台数が前年割れとなりました。しかし、販売台
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数の減少が米国メーカーに偏っていること、引き続きＳＵＶ車が好調に

推移していること、カーエアコン用ホースが内外需とも拡大傾向にある

ことから、売上高は11,936百万円（前連結会計年度11,452百万円）、営

業利益は1,802百万円（前連結会計年度1,887百万円）となりました。

④ アジア

ＡＢＳ化による二輪用ブレーキホースの販売増に加え、新しく商品投

入したフューエルホースの販売が堅調に推移しており、売上高は15,700

百万円（前連結会計年度14,240百万円）、営業利益は3,739百万円（前連

結会計年度3,752百万円）となりました。

⑤ 欧州

売上高は5,809百万円（前連結会計年度5,938百万円）となったものの、

新規受注品に係る先行費用等があり、営業損失は20百万円（前連結会計

年度は営業利益121百万円）となりました。

(2)　設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資の総額は、5,514百万円となりました。

そのうち、主な設備投資として、中国においては、蘇州日輪汽車部件有限

公司にて新工場1,244百万円（建設仮勘定）、アジアにおいては、ニチリン

　ベトナム　カンパニー　リミテッドにて新工場698百万円（建設仮勘定）、

ピーティー．ニチリン　インドネシアにて新工場104百万円（建物）があり

ました。

(3)　資金調達の状況

当連結会計年度において特記すべき事項はありません。

(4)　対処すべき課題

当社グループは、2018年より中期経営計画（NICHIRIN Growth Strategy 

2020：NGS2020［2015年～2020年］）のフェーズⅡ［2018年～2020年］に取

り組んでおります。また、最終年度である2020年の連結経営目標を設定して

おります。

フェーズⅡにおける製品群の転換（電動化によるパワーステアリング用ホ

ースの減少）の影響を最小限にするため、新規事業であるＩＨＸ（カーエア

コン用内部熱交換器）の拡販および国内および海外メーカーの新規受注活動

等への取り組み、2017年12月に設立した中国子会社（蘇州日輪汽車部件有限

公司）の立上げ、ベトナム・インドネシア子会社の事業強化など大型プロジ

ェクトの推進、インド合弁事業の開始、また、急速に進みつつある自動車の

ＥＶ化への対応等利益圧迫要因もあり、これらの重要課題に集中的に対応し
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ていく必要があります。

このような環境下、フェーズⅡにおいては、規模の拡大をむやみに追い求

めるのではなく、2017年の連結業績を基準に、これを後退させることなく、

安定した利益の確保に注力してまいります。グループ全体のクオリティを

高め、その期待に応えられる企業集団に成長していくため、「６つの全体戦

略」をブレークダウンした「重点施策」を年度ごとの短期経営計画に落とし

込み、着実に遂行することで、「事業(Structure)」、「しくみ(System)」、

「人(Skill)」の変革と「企業価値(Business Value)の向上」に取り組んで

まいります。

・ビジョン（「NGS2020」のめざす姿）

目まぐるしく変化する時代のニーズを的確にとらえ、持続的に「新たな価

値」を創造し、提供し続ける企業集団

・2020年連結経営目標

（単位：百万円）

売上高 60,500 以上

営業利益 8,700 以上

経常利益 8,700 以上

親会社株主に帰属する当期純利益 5,400 以上

なお、為替レートについては、1US$＝110円を前提としております。
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・６つの全体戦略と重点施策（フェーズⅡ）

改革領域 全体戦略 重点施策

事業

Structure

１．成長分野の強化･

拡大

■重点拡販商品への注力（ＩＨＸ･樹脂リキ

ッド･成型ホースなど）

■既存･新規顧客への拡販強化

■欧米メーカー比率のアップ（スペイン子会

社とのシナジー）

■市場拡大への適切な対応

２．新たな事業の創造■専門チームの設置による用途開発と確実

な種まき

　（次世代の柱となる商品の上市）

■環境分野等での開発案件への注力

■産業用設備分野（要素技術のビジネス化）

３．収益構造の改革･

利益体質の強化

■選択と集中による経営資源の最適活用

■工場･事務間接部門の効率化

　（ルーチン業務の徹底した標準化）

■技術開発のスピードアップ

　◎開発業務の重点集中

■モノ造り改革と内部コストの圧縮

　◎内外製の分担見直しによる効率化およ

び設備投資のミニマイズ化（垂直立上げ

の推進）

　◎次世代工法の確立

　◎次世代製造設備の開発（要素技術開発に

よる競争力強化）

　◎材料革命

　◎樹脂技術の蓄積と活用（樹脂メーカーと

のコラボ）

■中期購買活動方針に基づく変動費比率の

低減

　◎ポテンシャルサプライヤーの優先

　◎サプライヤー情報の一元化

　◎海外調達･現地調達の拡大

■「きわだち品質」活動推進による顧客満足

度向上

　（グループＱＭＳ強化）

－ 6 －
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改革領域 全体戦略 重点施策

事業

Structure

３．収益構造の改革･

利益体質の強化

■戦略的活動による構造改革

（世界最適生産･拠点間シナジーの糾合）

　◎北米・欧州拠点の戦略的改革

　◎中国リスクへの対応（強まる環境リスク

への先手対応）

　◎ベトナム子会社の事業拡大

　◎インド合弁事業の開始

しくみ

System

４．グローバルな経営

管理改革
■グローバルな経営管理システムの導入推
進による間接部門の効率化と連結業績管
理の強化

　（生産管理、財務管理、スペイン子会社と
の統合システムの確立）

■連結資金管理の強化

■投資の効率性、財務の健全性、株主還元に

留意した財務戦略

人

Skill

５．グローバル人材の

確保と育成

・グループ社員能

力の可能性を最

大限に高める

・多様性のある人

材登用による企

業の活性化と競

争力強化

■グループでの賃金･人事制度、育成制度、

能力基準の統合志向

　（人材情報の可視化による計画的な人材育

成と戦略的人事対応）

■グループ各社での現地人役員･管理職の登

用

■多様性に満ちた人材登用による企業の活

性化と競争力強化

　◎当社における外国人比率アップ

（2022年 主要部門で15％）

　◎当社における女性の登用

（総合職の採用・海外出向の検討）

（女性の登用により、女性比率　2022年 

主要部門で20％）

企業価値向

上

Business 

Value

６．信頼される企業活

動･社会への貢献

により、企業価値

を高める

・説明責任を果た

し透明性のある

信頼される企業

・環境保全やＣＳ

Ｒ活動を通じた

社会的責任

■ＣＳＲ「企業の社会的責任」、ＥＳＧ「環

境（Environment）･社会（Society）･企業

統治（Governance）」、ＢＣＰ「事業継続

計画」への取り組み強化を継続

■グループ各社のガバナンス･内部統制の継

続的改善と強化

■女性管理職比率向上に向けた制度準備

■財務面での目標設定と株主還元

－ 7 －
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(5)　財産及び損益の状況の推移

区 分
平成27年度
第132期

平成28年度
第133期

平成29年度
第134期

平成30年度
第135期

(当連結会計年度)

売 上 高(百万円) 50,851 50,992 59,375 62,413

経 常 利 益(百万円) 5,849 6,343 8,629 8,512

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 3,322 3,644 4,883 4,644

１株当たり当期純利益 (円) 301.00 253.93 340.28 323.72

総 資 産(百万円) 45,066 48,886 55,663 57,552

純 資 産(百万円) 25,788 29,100 34,745 37,674

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 1,990.84 1,714.73 2,057.51 2,240.97

(注）当社は、平成30年１月１日付で普通株式１株につき1.3株の割合をもって株
式分割を行っております。これに伴い、第133期の期首に当該株式分割が行
われたと仮定して、１株当たり当期純利益、１株当たり純資産額を算定して
おります。

－ 8 －
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(6)　重要な子会社の状況

名       称
主要な事業
内 容

資 本 金
議決権比率

(注)

日輪機工㈱
自動車用ホース部
分品の製造･販売

84,380 千円 99.9 ％

㈱ニチリン白山
自動車用ホース類
の製造･販売

254,000 千円 100.0 ％

ニチリン・サービス㈱
自動車用ホース類
の製造･販売

10,000 千円 100.0 ％

ニチリン　テネシー　インク
自動車用ホース類
の製造･販売

8,000 千米ドル
100.0
(20.0

％
)

ニチリン－フレックス　
ユー・エス・エー　インク

自動車用ホース類
の製造･販売

7,000 千米ドル 100.0 ％

ニチリン　カプラ　テック
メキシコ　エス・エー

自動車用ホース類
の製造･販売

6,041 千メキシコペソ
100.0
(100.0

％
)

ニチリン　ユー・ケー・
リミテッド

自動車用ホース類
の製造･販売

3,500 千英ポンド 100.0 ％

ニチリン　スペイン
エス・エル

自動車用ホース類
の製造･販売

3 千ユーロ 100.0 ％

上海日輪汽車配件有限公司
自動車用ホース類
の製造･販売

37,879 千中国元 72.0 ％

蘇州日輪汽車部件有限公司
自動車用ホース類
の製造･販売

150,300 千中国元 72.0 ％

日輪橡塑工業（上海）有限公
司

ゴム･樹脂ホース等
配管部品の製造･販
売

25,172 千中国元 100.0 ％

ニチリン　ベトナム
カンパニー　リミテッド

自動車用ホース類
の製造･販売

10,923 千米ドル
100.0
(13.3

％
)

ニチリン　オートパーツ
インディア　プライベート
リミテッド

自動車用ホース類
の販売

155,000 千インドルピー
100.0
(0.2

％
)

ピーティー. ニチリン
インドネシア

自動車用ホース類
の製造･販売

55,579
百万インドネシア
ルピア

51.0 ％

ニチリン（タイランド）
自動車用ホース類
の製造･販売

33,000 千タイバーツ 40.0 ％

（注）１．議決権比率欄の（　）内は、間接所有割合で内数であります。
２．ハッチンソン　ニチリン　ブレーキ　ホーシーズは、平成30年８月３

日にて株式を追加取得したことにより完全子会社となり、商号をニチ
リン　スペイン　エス・エルに変更しております。

３．蘇州日輪汽車部件有限公司は、平成30年１月26日付および平成30年８
月３日付の出資により資本金は150,300千中国元（当社　108,216千中
国元、上海北蔡工業有限公司　42,084千中国元）となりました。

４．ニチリン（タイランド）は、当社の持分が100分の50以下ですが、実質
的に支配しているため連結子会社としております。

－ 9 －

子会社の状況
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(7)　主要な事業内容（平成30年12月31日現在）

当社グループは、自動車用ホース類の製造・販売を主要な事業としており
ます。また、その他には、住宅関連のホース類等の製造・販売を行っており
ます。

品 目 主 要 製 品

自動車用ホース 操舵用・制動用・空調用等の各種ホース類

そ の 他 水道用ホース他

(8)　主要な営業所及び工場（平成30年12月31日現在）

①当社

名 称 所 在 地

本 社 兵庫県 神戸市

姫 路 工 場 兵庫県 姫路市

神 戸 営 業 部 兵庫県 神戸市

東 京 支 社 東京都 港区

浜 松 営 業 所 静岡県 浜松市

厚 木 配 送 セ ン タ ー 神奈川県 愛甲郡

（注）本社所在地は上記のとおりでありますが、実際の本社業務は姫路工場
で行っております。

②子会社

名 称 所 在 地

日輪機工㈱ 兵庫県

㈱ニチリン白山 三重県

ニチリン・サービス㈱ 兵庫県

ニチリン　テネシー　インク 米国　テネシー州

ニチリン－フレックス　ユー・エス・エー　インク 米国　テキサス州

ニチリン　カプラ　テック　メキシコ　エス・エー メキシコ　チワワ州

ニチリン　ユー・ケー・リミテッド
英国　グレイターマンチ
ェスター州

ニチリン　スペイン　エス・エル スペイン　カタルーニャ州

上海日輪汽車配件有限公司 中国　上海市

蘇州日輪汽車部件有限公司 中国　江蘇省

日輪橡塑工業（上海）有限公司 中国　上海市

ニチリン　ベトナム　カンパニー　リミテッド ベトナム　バクザン省

ニチリン　オートパーツ　インディア　プライベ
ート　リミテッド

インド　ハリヤナ州

ピーティー. ニチリン　インドネシア インドネシア　西ジャワ州

ニチリン（タイランド） タイ　パトンタニ県

－ 10 －

主要な事業内容、主要な営業所および工場
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(9)　使用人の状況（平成30年12月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

2,184名 117名増

（注）使用人数は就業人員数であります。

②当社の使用人の状況

使 用 人 数
前事業年度末
比 増 減

平 均 年 令 平均勤続年数

357名 ９名増 42才１カ月 17年11カ月

（注）使用人数は出向者38名を含んでおりません。

(10)　主要な借入先及び借入額（平成30年12月31日現在）

借 入 先 借入金残高（百万円）

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 858

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 240

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 160

三井住友信託銀行株式会社 158

－ 11 －

従業員の状況、主要な借入先
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２．株式に関する事項（平成30年12月31日現在）
(1)　発行可能株式総数 45,760,000株

（注）平成30年１月１日付にて実施した株式分割（１株を1.3株に分割）に

伴い、発行可能株式総数は10,560,000株増加しております。

(2)　発行済株式の総数 14,371,500株（自己株式25,415株を含む）

（注）株式分割（１株を1.3株に分割）の実施により、発行済株式の総数は

3,316,500株増加しております。

(3)　株主数 4,657名

(4)　大株主（上位10名）

株 主 名
持 株 数
( 千 株 )

持 株 比 率
( ％ )

太 陽 鉱 工 株 式 会 社 3,217 22.4

双 日 株 式 会 社 1,144 8.0
日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

1,005 7.0

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES 
LUXEMBOURG/JASDEC/FIM/LUXEMBOURG 
FUNDS/UCITS ASSETS
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

621 4.3

東 京 セ ン チ ュ リ ー 株 式 会 社 475 3.3

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 373 2.6

日 本 精 化 株 式 会 社 286 2.0

み ず ほ 証 券 株 式 会 社 211 1.5
NORTHERN TRUST CO. (AVFC) SUB A/C　NON 
TREATY
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

192 1.3

STATE STREET CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OD11
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

155 1.1

（注）持株比率は、発行済株式の総数（自己株式除く）に対する持株数の
割合であります。

－ 12 －

会社の株式
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３．会社役員に関する事項

(1)　会社役員の地位及び担当（平成30年12月31日現在）

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

清　水　良　雄 代表取締役会長

前  田  龍  一
代表取締役　社長執行役員
ＧＭＩ推進部担当兼北南米地
域統括

松  田  眞  幸
取締役　専務執行役員
営業統括兼欧州地域統括

小  池      聡
取締役　常務執行役員
経営企画部担当兼財務経理部
担当兼内部統制推進室担当

森  川  良  一
取締役　常務執行役員
人事総務部担当兼購買部担当

ニチリン・サービス株式会社　代表取締役社長
日輪橡塑工業（上海）有限公司　董事長

鈴　木　一　誠 取締役
太陽鉱工株式会社　代表取締役会長
日本精化株式会社　社外取締役

矢  野      進 取締役
日本精化株式会社　代表取締役　執行
役員社長

橋  本      進 監査役（常勤）

手  塚  俊  雄 監査役（常勤）

小 野 浩 昭 監査役
太陽鉱工株式会社　代表取締役専務
日本精化株式会社　社外監査役

木 村 美 樹 監査役 岡田春夫綜合法律事務所　弁護士

 (注) １．取締役　鈴木一誠氏および矢野　進氏は、会社法第２条第15号に定

める社外取締役であります。

２．監査役　小野浩昭氏および木村美樹氏は、会社法第２条第16号に定

める社外監査役であります。

３．当事業年度中の役員の異動は次のとおりであります。

　　　平成30年３月28日開催の第134期定時株主総会における異動

　　　　就任　監査役　手塚俊雄氏

　　　　就任　監査役　木村美樹氏

　　　　退任　監査役　後藤伸一氏

　　　　辞任　監査役　黒田茂雄氏

４．取締役　鈴木一誠氏、取締役　矢野　進氏、監査役　木村美樹氏に

つきましては、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届

け出ております。

－ 13 －

会社役員に関する事項
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５．当社は、定款に取締役（業務執行取締役等を除く）および監査役の

責任限定契約に関する規定を設けております。当該規定に基づき

社外取締役　鈴木一誠氏、社外取締役　矢野　進氏、監査役　橋本

　進氏、監査役　手塚俊雄氏、社外監査役　小野浩昭氏、社外監査

役　木村美樹氏と責任限定契約を締結しております。なお、当該契

約の内容は、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行

うにつき、善意でありかつ重大な過失がなかったときは、会社法第

425条第１項に定める最低責任限度額をその責任の限度としており

ます。

６．当社は、取締役会の監督機能強化を図るとともに、当社を取り巻く

経営環境の変化やグローバル競争の激化に対応するため、業務執行

に係る責任と役割を明確にして、意思決定、業務執行の迅速化を図

ることを目的として執行役員制度を導入しております。執行役員

の構成（取締役を兼務する執行役員は除く）は次のとおりです。

（平成30年12月31日現在）

氏 名 地 位 担当及び重要な兼職の状況

谷　口　利　員 常務執行役員 技術部担当 兼 原価管理室担当

前　田　民　世 上席執行役員
ニチリン ベトナム カンパニー リ
ミテッド 代表取締役社長　兼 アセ
アン地域統括

前　田　高　男 上席執行役員
生産統括 兼 生産技術部長 兼 情報
システム部担当

高　谷　元　博 執行役員
品質保証部担当 兼 グループＱＭＳ
推進室担当

竹　島　淳　司 執行役員
ニチリン－フレックス ユー・エス・
エー インク 代表取締役社長

岩　見　文　博 執行役員 購買部長

高　島　吉　章 執行役員 グループＱＭＳ推進室長

菊　元　秀　樹 執行役員 神戸営業部長

山　本　和　生 執行役員 経営企画部長

曽　我　浩　之 執行役員

ニチリン スペイン エス・エル ＣＥ
Ｏ 兼 ニチリン ユー・ケー・リミテ
ッド　代表取締役社長　兼　海外営
業部担当

難　波　宏　成 執行役員 財務経理部長

－ 14 －

会社役員に関する事項
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(2)　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 額

 名  百万円

取　締　役 7 244

監　査　役 6 32

計 13 276

 (注) １．取締役の報酬限度額は、平成27年３月26日開催の第131期定時

株主総会において固定枠報酬「月額15百万円以内」（ただし、

使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）と業績連動報酬

年額１億円以内と定めております。

２．監査役の報酬限度額は、平成10年３月27日開催の第114期定時

株主総会において月額４百万円以内と定めております。

(3)　その他会社役員に関する重要な事項

　法令または定款に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠

監査役として村角伸一氏を選任しております。

(4)　社外役員に関する事項

①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

役職氏名 他の法人等の重要な兼職の状況

 取締役　鈴木一誠 太陽鉱工株式会社　代表取締役会長

 取締役　矢野　進
日本精化株式会社　代表取締役　執行役員

社長

 監査役　小野浩昭 太陽鉱工株式会社　代表取締役専務

 監査役　木村美樹 岡田春夫綜合法律事務所　弁護士

1)太陽鉱工株式会社は、当社のその他の関係会社（持株比率22.4％）で

あり、筆頭株主であります。

2)当社は、日本精化株式会社と株式を相互保有しております。

3)当社は、岡田春夫綜合法律事務所と顧問契約を締結しております。

－ 15 －

会社役員に関する事項
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②他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項

社外役員の

役職氏名
他の法人等の社外役員等との兼任状況

取締役

鈴木一誠
日本精化株式会社　社外取締役

当社は日本精化株式

会社と株式を相互保

有しております。

監査役

小野浩昭
日本精化株式会社　社外監査役

当社は日本精化株式

会社と株式を相互保

有しております。

③社外役員の主な活動状況

区　分 氏　名 主 な 活 動 状 況

取締役 鈴木一誠

当事業年度に13回開催された取締役会に全て

出席しており、議案審議等において必要に応

じて適宜発言を行っております。

取締役 矢野　進

当事業年度に13回開催された取締役会のうち

12回出席しており、議案審議等において必要

に応じて適宜発言を行っております。

監査役 小野浩昭

当事業年度に13回開催された取締役会に全て

出席し、また13回開催された監査役会に全て

出席し、他の会社の役員としての経験を活か

し、適宜発言を行っております。

監査役 木村美樹

平成30年３月28日就任以降に11回開催された

取締役会に全て出席し、また11回開催された

監査役会に全て出席し、弁護士としての専門

的見地から適宜発言を行っております。

④社外役員の報酬等の総額

支 給 人 数 報 酬 等 の 額

社外役員の報酬
等の総額等

名
5

　百万円
17

－ 16 －

会社役員に関する事項
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４．会計監査人の状況

(1)　名称

有限責任監査法人トーマツ

(2)　報酬等の額

①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 37百万円

②当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭そ

の他の財産上の利益の合計額
38百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく
監査と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分して
おらず、かつ、実質的にも区分ができないため、上記の金額は
これらの合計額を記載しております。

２．当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業
務以外の業務である、国際業務に関する指導についての対価を
支払っております。

３．当社の連結子会社15社のうち、国内連結子会社３社を除く在外
子会社12社は、当社の会計監査人以外の公認会計士（又は監査
法人）の監査を受けております。

(3)　会計監査人の報酬等について監査役会が同意をした理由

　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及

び報酬見積りの算出根拠などについて検証を行った結果、これらについて

適切であると判断したため、会計監査人の報酬等について同意をいたしま

した。

(4)　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたしま

す。
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５．会社の体制及び方針
(1)　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保

するための体制

①取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制

取締役の職務の執行に関し、取締役会は取締役会規則に基づく適正な運
営により、取締役の職務執行を監督するとともに、取締役相互の意思疎通
を図り、法令および定款への適合を確保する。また、取締役会の運営およ
び取締役の職務執行に関する社外取締役および監査役からの意見には適
切に対応し、その有効性確保を図る。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

当社は、法令で定められた議事録等の文書をはじめ取締役の職務の執行
に係る情報について「文書管理規定」に基づき、定められた期間につき適
切かつ確実に保管し、その閲覧を可能な状態に維持する。

③子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する事項

当社は、「グループ子会社管理マニュアル」において、グループ子会社
の当社への報告を要する事項を定めており、各子会社に対して、業績報
告、株主総会や取締役会での業務の適正を確保するために必要である重要
な意思決定の状況、重大な事件や事故・または訴訟の発生、その他必要な
事項の報告を義務づけている。
更に、「グループ子会社管理マニュアル」では、グループ子会社が当社

に対して事前承認を要する事項を定めており、当該事項については、当社
の決裁を義務づけている。

④当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

当社グループは、グローバルな視点に立った経営を推進するとともに、
公正・透明な経営を行うことにより、株主・取引先から高く評価され、社
会からも信頼される企業グループを目指すことを基本方針とする。
この方針に従って、当社および各子会社は、リスク管理体制・法令遵守

体制を整備する。
また、当社は、「グループ子会社管理マニュアル」および「グループ子

会社管理基準」を制定し、グループ子会社が実施すべき基本事項を定め、
その遵守状況を監視することで、企業集団における業務の適正性の維持・
強化を図る。
更に、当社グループとして「財務報告に係る内部統制」体制を整備し、

その適切な運用・管理を図る。
1)当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、経営目標を大きく妨げると予測されるグループ全体のリス
クの管理については「経営会議」において行う。

当社および各子会社は、品質・環境・安全等のリスク管理について
は、各委員会により専門的な立場からモニタリングを含め遂行する。
また、当社各部門および各子会社は、所轄業務に関する規定類の整

備、教育の実施、リスクの洗い出し、継続的な改善活動を通じてリス
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ク管理に取り組む。
更に、当社は、当社グループに緊急事態が発生した場合の対処方

法、緊急事態後の修復方法を「危機管理マニュアル」に定め、当社グ
ループが被る損害の最小化に努める。

2)当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制
当社は、取締役会において、法令で定められた事項およびグループ

経営の基本方針などグループ全体の経営に関する重要事項の決定を
行う。
グループ全体の経営に関する重要事項には、グループでの「中期経

営計画」の策定などがあり、グループ全体での目標が設定され、グル
ープの全役職員がこれを共有する。
更に、当社は、執行役員制度を導入し、執行役員に業務執行権限を

与えることにより、取締役が経営の重要な意思決定および業務執行状
況の監視、監督に注力することで、取締役の職務執行が効率的に行わ
れることを確保する。
取締役および執行役員をもって構成される「経営会議」において、

取締役会から委譲された事項、社内規定の制定・改定に関する事項を
決議するとともに、経営方針の具体化や事業環境の分析、ならびに各
部門の重要情報の共有化を図り、的確かつ迅速な意思決定に資する。
なお、経営会議メンバーとグループ子会社社長等で構成されるトッ

プ マネジメント カンファレンス（ＴＭＣ）を設け、当社グループ全
体での経営戦略および経営課題の共有を図る。
当社各部門は、経営会議で定められた「組織・分掌・権限マニュア

ル」に則り、また、当社の各子会社は、「グループ子会社管理マニュ
アル」とその下位規定である「グループ子会社管理基準」を遵守し、
組織・権限・業務分掌に関する規定やその他必要な規定を整備・運用
することにより、実施すべき具体的な施策を決定、実行することで、
業務の効率化を図る。

3)当社の使用人ならびに子会社の取締役等および使用人の職務の執行
が法令および定款に適合することを確保するための体制
当社は、当社グループが法令遵守・企業倫理の基本姿勢を明確に

し、企業としての社会的責任に応えるため「ニチリングループ企業行
動憲章」を定める。
当社グループの役職員は、「ニチリングループ企業行動憲章」に従

い、法令および定款を遵守するとともに、社会の秩序や安全を脅かす
反社会的勢力との関係を遮断し不当な要求等には毅然とした態度で
これを排除する。
当社および各子会社は、全役職員が法令および定款を遵守した行動

を実践するため、「コンプライアンスマニュアル」を定め、これを周
知し徹底することで、コンプライアンス体制の整備・向上を図る。
当社は、「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライアンス

の社内体制構築およびグループへのコンプライアンス支援を行う。
「コンプライアンス委員会」は、法令および定款の遵守について、

当社の使用人ならびに当社の子会社の取締役等および使用人への継
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続的な実効性のある啓蒙・教育活動を行うとともに、法令等の違反ま
たは違反の恐れのある行為についての通報窓口（ニチリンヘルプライ
ン［子会社からのホットライン・外部通報窓口を含む］）を設け、こ
れを周知し徹底することで、コンプライアンス意識の徹底を図る。
また、内部監査室は、当社各部門および子会社への業務の監査を通

じて法令等への遵守状況を監視する。
また、各子会社に対しては、当社の役員を派遣、または、地域統括

役員として任命し、当社からの派遣取締役相互による子会社経営管理
の充実を図る。
なお、子会社の取締役会については、合弁会社を除き、少なくとも

３カ月に１回の開催を求める。

⑤監査役の職務を補助すべき使用人と当該使用人の取締役からの独立性およ

び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人は配置していないが、監査役がこれを
置くことを求めた場合には、当該使用人の配置と人事上の独立性、および
監査役からの指示の実効性確保に関して十分な配慮を行う。
なお、内部監査室は、監査役との連携を密にする。

⑥当社の取締役および使用人、ならびに子会社の取締役等および使用人、ま

たは、これらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制、

その他監査役への報告に関する事項

当社グループの役職員は、法令で定められた事項に加え、当社および当
社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライ
アンス上の重要な事項について当社監査役に報告する。

また、コンプライアンスに関する通報窓口として当社監査役への通報も
可能とする。
なお、当社監査役が重要な意思決定の過程、業務の執行状況を把握する

ために、当社および各子会社は、重要な会議への出席および業務執行に関
する重要な文書の閲覧を確保する。

⑦監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受

けないことを確保するための体制

当社は、当社グループの監査役へ報告を行った当社グループの役職員に
対し、当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁
止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。

当社および各子会社は、「コンプライアンスマニュアル」において、通
報者が通報により不利益な取り扱いを受けない旨を明記する。

⑧監査役の職務の執行について生ずる費用の前払、または償還の手続き、そ

の他の当該職務の執行について生ずる費用または、債務の処理に係る方針

に関する事項

当社は、監査役がその職務の執行について、会社法第388条に基づく費
用の前払等の請求をしたときは、担当部門による審議のうえ、当該請求に
係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められ
た場合を除き、これを処理する。

監査役会が、独自の外部専門家（弁護士・公認会計士等）を監査役のた
めの顧問とすることを求めた場合、当社は、当該監査役の職務の執行に必
要でないと認められた場合を除き、その費用を負担する。
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⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社グループの役職員は、当社監査役会の監査計画を十分に認識し、監
査役による各部門および各子会社への調査、その他ヒアリングなどの監査
活動に協力する。
また、当社は、代表取締役と監査役との定期的な意見交換を実施する。

(2)　業務の適正を確保するための体制の運用状況

①取締役の職務の執行

取締役会は、取締役７名（社外取締役２名を含む）で構成されておりま
す。当事業年度において、取締役会を13回開催し、各議案についての審議
を行い、重要事項を決定するとともに、業務執行の状況等の監督を行って
おります。
当社は、執行役員制度を導入し、経営の意思決定および監督機能と業務

執行機能を分離し、迅速な意思決定を行っております。また、組織・分
掌・権限に関する規定により、業務執行に係る責任の明確化を図っており
ます。

②子会社の管理体制

当社および子会社は、グループ全体および各社毎の経営方針・経営計画
を策定し、2018年12月に開催されたトップ　マネジメント　カンファレン
ス（ＴＭＣ）にて、グループ全体および各社毎の2019年度の経営目標を共
有しております。
子会社の経営管理を担当する経営企画部は、「グループ子会社管理マニ

ュアル」に定められた重要な経営状況等について、定期的に報告を受け、
毎月の取締役会で報告しております。
また、当社取締役会および「経営会議」（当事業年度において10回開

催）において、子会社に関する重要事項を審議・決定し、子会社の業務執
行を管理しております。

なお、内部監査室は、内部監査計画に基づき、当社および子会社の内部
監査を実施しております。
財務報告の適正性と信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統

制」については、「内部統制委員会」（当事業年度において４回開催）が
内部統制の整備・運用・評価のための年度計画を決定するとともに、当社
グループ全体の内部統制の有効性に係る評価を実施し、その結果を取締役
会に報告しております。
2018年12月に開催されたトップ　マネジメント　カンファレンス（ＴＭ

Ｃ）においては、コンプライアンスにも関連した以下のテーマについて研
修を実施しております。
（2018年12月６日：「グループ経営管理における親会社および子会社取

締役の責任と義務」）

③リスク管理

当社および子会社の主要なリスクについては、「経営会議」で報告・審
議され、その対策を実施しております。なお、重要な事項については取締
役会に報告することとなっております。
また、品質・環境・安全等のリスクについては、それぞれの専門委員会

により審議し、対策を実施しております。
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さらに、2018年12月に開催されたトップ　マネジメント　カンファレン
ス（ＴＭＣ）にて、移転価格に関する研修を実施しております。

④コンプライアンス

コンプライアンスの推進については、「ニチリングループ企業行動憲
章」と「通報窓口（ニチリンヘルプライン［子会社からのホットライン・
外部通報窓口を含む］）」に関するポケットカード（現地語）を作成し、
当社および子会社の役職員に配布するとともに、これを用いた教育の徹底
を要請しています。
「コンプライアンス委員会」は、当社および子会社に対して、当該事項

に係る教育を指示し、その有効性を確認するため、「コンプライアンスア
ンケート」を実施し、浸透状況の確認を行いました。その結果は、同委員
会で審議され、是正が必要な事項については改善を図っております。
なお、2018年５月に施行されたEU一般データ保護規則（General Data 

Protection Regulation：GDPR）への対応を目的に、「グループ個人情報
保護ガイドライン」（「グループ子会社管理マニュアル」の下位基準）の
新規制定を行っております。また、GDPRへの対応を周知するべく社内説明
会も実施しています。

⑤監査役の職務執行

社外監査役を含む監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき
監査を実施するとともに、取締役会など重要な社内会議への出席や代表取
締役、会計監査人ならびに内部監査室との間で定期的に情報交換等を行う
ほか、必要に応じて子会社の調査も実施することで、取締役の職務執行、
当社グループの内部統制システム全般をモニタリングするとともに、より
効率的な運営について助言を行っております。

(3)　株式会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関

する基本方針につきましては、特に定めておりません。

(4)　剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、将来にわたる株主利益の確保と必要な内部留保を行い、業績も勘
案しながら安定した配当を継続して実施することを基本方針としておりま
す。
　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方
針としており、これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株
主総会、中間配当については取締役会であります。
　内部留保につきましては、グローバル化した自動車業界の多様なニーズや
市場変化に対応するための商品開発、技術開発および生産体制の強化や、海
外拠点の拡大・再編などを図るために有効投資してまいりたいと考えており
ます。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年12月31日現在） （単位：百万円）

科　　　目 金　額 科　　　目 金　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

デリバティブ債権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

37,055

15,727

9,189

2,016

2,845

2,833

2,283

405

0

1,832

△77

20,497

16,653

3,998

5,109

3,545

3,511

489

586

95

490

3,257

2,631

135

492

△1

流 動 負 債 13,940

支払手形及び買掛金 6,107

電 子 記 録 債 務 4,089

1年内返済予定の長期借入金 650

未 払 法 人 税 等 628

賞 与 引 当 金 119

繰 延 税 金 負 債 14

デリバティブ債務 1

そ の 他 2,328

固 定 負 債 5,938

長 期 借 入 金 1,008

再評価に係る繰延税金負債 787

繰 延 税 金 負 債 728

退職給付に係る負債 3,147

役員退職慰労引当金 4

そ の 他 260

負 債 合 計 19,878

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 29,664

資 本 金 2,158

資 本 剰 余 金 2,034

利 益 剰 余 金 25,495

自 己 株 式 △22

その他の包括利益累計額 2,484

その他有価証券評価差額金 1,058

土 地 再 評 価 差 額 金 1,786

為 替 換 算 調 整 勘 定 △275

退職給付に係る調整累計額 △84

非 支 配 株 主 持 分 5,524

純 資 産 合 計 37,674

資 産 合 計 57,552 負 債 純 資 産 合 計 57,552

－ 23 －
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連 結 損 益 計 算 書

（ 自　平成30年１月１日
至　平成30年12月31日）

（単位：百万円）

科　　　　目 金　　　　　　額

売 上 高 62,413

売 上 原 価 47,261

売 上 総 利 益 15,152

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,703

営 業 利 益 8,449

営 業 外 収 益

受 取 利 息 108

受 取 配 当 金 73

受 取 賃 貸 料 32

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1

そ の 他 102 317

営 業 外 費 用

支 払 利 息 21

為 替 差 損 197

そ の 他 36 254

経 常 利 益 8,512

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 7

そ の 他 2 10

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 0

固 定 資 産 除 却 損 42

固 定 資 産 減 損 損 失 238

災 害 に よ る 損 失 15

そ の 他 1 297

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 8,224

法人税、住民税及び事業税 1,938

過 年 度 法 人 税 等 164

法 人 税 等 調 整 額 61 2,164

当 期 純 利 益 6,060

非支配株主に帰属する当期純利益 1,415

親会社株主に帰属する当期純利益 4,644

－ 24 －
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連結株主資本等変動計算書

（ 自　平成30年１月１日
至　平成30年12月31日 ）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,158 2,083 21,540 △11 25,770

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △689 △689

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

4,644 4,644

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

△48 △48

自 己 株 式 の 取 得 △10 △10

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － △48 3,954 △10 3,894

当 期 末 残 高 2,158 2,034 25,495 △22 29,664

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株
主 持 分

純 資 産
合 計

その他有
価証券評
価差額金

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の包
括利益累計
額 合 計

当 期 首 残 高 1,497 1,786 601 △130 3,755 5,220 34,745

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △689

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

4,644

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

△48

自 己 株 式 の 取 得 △10

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 ）

△439 △877 45 △1,270 304 △966

当 期 変 動 額 合 計 △439 － △877 45 △1,270 304 2,928

当 期 末 残 高 1,058 1,786 △275 △84 2,484 5,524 37,674

－ 25 －
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（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項）

１. 連結の範囲に関する事項
　すべての子会社を連結の範囲に含めております。
　当該子会社は、日輪機工㈱、㈱ニチリン白山、ニチリン・サービス㈱、
ニチリン　テネシー　インク（米国）、ニチリン－フレックス　ユー・エ
ス・エー　インク（米国）、ニチリン　カプラ　テック　メキシコ　エ
ス・エー（メキシコ）、上海日輪汽車配件有限公司（中華人民共和国）、
蘇州日輪汽車部件有限公司（中華人民共和国）、日輪橡塑工業（上海）有
限公司（中華人民共和国）、ニチリン　ベトナム　カンパニー　リミテッ
ド（ベトナム）、ニチリン　オートパーツ　インディア　プライベート　
リミテッド（インド）、ピーティー．ニチリン　インドネシア（インドネ
シア）、ニチリン（タイランド）、ニチリン　ユー・ケー・リミテッド
（英国）、ニチリン スペイン エス・エル（スペイン）の15社でありま
す。

２. 持分法の適用に関する事項
(1)持分法適用の関連会社数　１社

　主要な会社等の名称
　　該当事項はありません。

(2)持分法適用の非連結子会社数
　該当事項はありません。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうちニチリン　オートパーツ　インディア　プライベー
ト　リミテッド（インド）の決算日は、３月31日であります。
　当連結会計年度の連結計算書類作成にあたっては、連結決算日現在で本
決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。
　その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しておりま
す。

４. 会計方針に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法
　①有価証券

その他有価証券
時価のあるもの----期末決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

時価のないもの----移動平均法による原価法

－ 26 －
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　②デリバティブ
時価法

　③たな卸資産
製品・仕掛品・原材料
当社および国内連結子会社---主として総平均法による原価法(貸借

対照表価額については収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法)

在外連結子会社-------------先入先出法による低価法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
　①有形固定資産（リース資産を除く）
　　当社および国内連結子会社は定率法（平成10年４月１日以後に取

得した建物（建物附属設備を除く）および、平成28年４月１日以後
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を、また、
在外連結子会社は主として定額法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　　　　22年～38年
機械装置　　　　　　　８年～10年

　　②無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づいております。

　③リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

(3)重要な引当金の計上基準
　①貸倒引当金
　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。

　②賞与引当金
　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、当連結会計年度に負
担すべき支給見込額を計上しております。

③役員退職慰労引当金
　　一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上しております。

－ 27 －
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(4)その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　①退職給付に係る負債の計上基準

　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職
給付債務の見込額に基づき計上しております。

　イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ
ております。

　ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法
により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。

　②のれんの償却方法及び償却期間
　　のれんについては、４～５年間の定額法により償却を行っており

ます。
　③消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理の方法は税抜方式によっております。

－ 28 －
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（連結貸借対照表関係）

１. 有形固定資産の減価償却累計額は、23,742百万円であります。

２. 関連会社に対する投資は次のとおりであります。

その他（出資金） 56百万円

３. 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度末日は
金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理
しております。

　当連結会計年度末日満期手形は次のとおりであります。

受取手形 1百万円

４．担保に供している資産並びに担保付債務は次のとおりであります。

担保資産

建物及び構築物 1,465百万円

機械装置及び運搬具 1,372

土地 2,703

合計 5,540百万円

担保付債務

長期借入金 1,256百万円

（１年内返済予定の長期借入金を含む）

５．「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）およ
び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31
日公布法律第24号）に基づき、当社の事業用土地の再評価を行い、当該評
価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部
に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部
に計上しております。

再評価を行った年月日 平成12年12月31日

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 2,834百万円

　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第
119号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第
16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額
を算出するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出し
た価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出する
方法を採用しております。

　なお､当該事業用土地の平成30年12月31日における時価の合計額は
1,694百万円であり、再評価後の帳簿価額の合計を1,140百万円下回ってお
ります。

－ 29 －
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６. 当座貸越契約

当社グループは運転資金枠を確保し、資金調達の機動性と安定性を高め

るため、取引金融機関との間で当座貸越契約を締結しております。

当連結会計年度末の当座貸越契約は以下のとおりであります。

当座貸越極度額の総額  2,580百万円
借入実行残高 －
差引額 2,580百万円

（連結損益計算書関係）

１.固定資産減損損失

(1) 減損損失を認識した資産グループ概要

場所 用途 種類

ベトナム 処分予定資産
建物及び構築物

機械装置及び運搬具

(2) 資産のグルーピング方法

資産のグルーピングは、主として事業内容を基に行い、処分予定資産
及び遊休資産は個々の資産グループとして取り扱っております。

(3) 減損損失の認識に至った経緯

当該資産グループについては、次連結会計年度において取り壊し及び
廃却が当社取締役会において決議されており、帳簿価格を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を固定資産減損損失として特別損失に計上して
おります。

(4) 回収可能価額の算定方法

回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュフロー
が少額であるため、割引については省略しております。

(5) 減損損失の金額

減損損失の金額及び固定資産の種類ごとの内訳は、次のとおりであり
ます。

建物及び構築物  235百万円
機械装置及び運搬具 3

計 238百万円

２. 災害による損失

平成30年９月の台風21号に伴い、神戸港コンテナヤードにおいて当社在

庫が浸水したことによるものであります。

－ 30 －
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３. 過年度法人税等

当社は、大阪国税局より平成27年12月期から平成29年12月期（一部につ

いては、平成25年12月期から平成29年12月期）までの課税年度の法人税等

について税務調査を受け、主に設備製作費用の資産計上、子会社との出向

者費用の分担および技術支援費用の請求等について指摘を受けた結果、過

年度法人税等164百万円を計上しております。

なお、税務当局からの指摘につきましては、見解の相違に起因するもの

でありますが、当局からの指摘を受け入れ修正申告を行いました。

（連結株主資本等変動計算書関係）

１．発行済株式に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 14,371,500株

上記には自己株式 25,415株を含んでおります。

２．配当に関する事項

(1)当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 　  議 株式の種類
配当金の総
額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成30年３月28日
定 時 株 主 総 会

普通株式 331 30.0 平成29年12月31日 平成30年３月29日

平成30年８月９日
取 締 役 会

普通株式 358 25.0 平成30年６月30日 平成30年９月10日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌

連結会計年度となるもの

　平成31年３月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配

当に関する事項を次のとおり提案する予定にしております。

①配当金の総額 　 　 　　358百万円

②１株当たり配当額  　 　　 25.0円

③基準日　 　 　　  平成30年12月31日

④効力発生日  　　  平成31年３月28日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しており

ます。

－ 31 －

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項）



2019/02/22 16:00:58 / 18457180_株式会社ニチリン_招集通知

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調
達については銀行等金融機関からの借入による方針であります。
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リス
クに晒されております。また、グローバルに事業を展開していることから
生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております
が、債権有高を限度として、その一部を先物為替予約によりヘッジしてお
ります。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、このう
ち上場株式については市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのすべてが１
年以内の支払期日であります。また、その一部には、原材料等の輸入に伴
う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常
的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内にあります。借入金は、主として
運転資金および設備資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日
後、最長で５年６ヶ月後であります。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスク
に対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引であります。
　なお、デリバティブは内部管理規定に従い、実需の範囲で行うこととし
ております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　平成30年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの
差額については、次のとおりであります。

　（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時　価 差　額

(1）現金及び預金 15,727 15,727 －

(2）受取手形及び売掛金 9,189 9,189 －

(3）電子記録債権 2,016 2,016 －

(4）投資有価証券 2,352 2,352 －

資産計 29,285 29,285 －

(1）支払手形及び買掛金 6,107 6,107 －

(2）電子記録債務 4,089 4,089 －

(3）未払法人税等 628 628 －

(4）長期借入金(※１) 1,658 1,665 6

負債計 12,484 12,491 6

デリバティブ取引(※２) （0） （0） －

（※１）１年内返済予定の長期借入金を含めております。
（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示して

おり、合計で正味の債務となる項目については（　）で示しておりま
す。

－ 32 －

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項）
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関

する事項

資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、ならびに(3)電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。

(4)投資有価証券

投資有価証券の時価については、株式等は取引所の価格によっており

ます。

負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)電子記録債務、ならびに(3)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。

(4)長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規取引を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。

デリバティブ取引

為替予約取引の時価については、取引先金融機関等から提示された価格

等に基づき算定しております。

 (注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額 279百万円）は、市場価格がなく、

かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把

握することが極めて困難と認められるため、「(4)投資有価証券」には

含めておりません。

（１株当たり情報)

１株当たり純資産額 2,240.97円

１株当たり当期純利益 323.72円

－ 33 －
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（重要な後発事象に関する注記）

  共通支配下の取引等

関係会社出資金の追加取得

（１）取引の概要

　当社は、2019年１月31日開催の取締役会において、中国の特定子会

社への増資を下記の通り決議いたしました。

　　①結合当事企業の名称及びその事業の内容

　（イ）結合当事企業の名称

　　　蘇州日輪汽車部件有限公司

　（ロ）事業の内容

　　　自動車・二輪車用各種ホース等の製造・販売

　　　②企業結合日

　　　　平成31年２月18日(予定)

　　　③企業結合の法的形式

　　　　結合当事企業が実施する第三者割当増資の引受

　　　④結合後企業の名称

　　　　変更ありません。

　　　⑤その他取引の概要に関する事項

　当該特定子会社は、現在、土地取得・工場建設を行い、2019年６

月からの工場稼働に向け準備しておりますが、工場建設竣工を迎え

るにあたり、今後の資金需要を踏まえ、増資9,200千米ドルを実行

し、資本金を32,200千米ドルとするものです。

　また、今回の増資は当社単独で引き受け、当社の持分比率を72％

から80％に引き上げ、中国事業の更なる強化を図ります。

（２）実施する会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号平成25年９月

13日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準適用指針第10号平成25年９月13日）に基づき、

共通支配下の取引等として、会計処理を行います。

（３）関係会社出資金の追加取得した場合に掲げる事項

取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　現金 9,200千米ドル

（４）関係会社出資金の追加取得に係る当社の持分変動に関する事項

　　　①資本剰余金の主な変動要因

関係会社出資金の追加取得

　　　②関係会社出資金の追加取得によって増減する資本剰余金の金額

現時点では確定しておりません。

－ 34 －
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貸　借　対　照　表
（平成30年12月31日現在） （単位：百万円）

科　　　　目 金　額 科　　　　目 金　額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

短 期 貸 付 金

未 収 消 費 税 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

従 業 員 貸 付 金

差 入 保 証 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

15,094

2,473

182

2,016

5,786

922

884

391

65

1,633

32

595

98

17

△8

20,826

7,606

2,078

102

1,819

3

158

3,204

241

168

163

4

13,050

2,631

5,685

1

3,870

82

5

66

0

430

275

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 10,075

支 払 手 形 357

電 子 記 録 債 務 4,089

買 掛 金 3,002

1年内返済予定の長期借入金 650

未 払 金 683

未 払 法 人 税 等 309

未 払 事 業 所 税 36

未 払 費 用 78

預 り 金 150

前 受 金 210

賞 与 引 当 金 83

設備関係電子記録債務 266

設 備 関 係 未 払 金 157

固 定 負 債 4,650

長 期 借 入 金 1,008

再評価に係る繰延税金負債 787

退 職 給 付 引 当 金 2,710

長 期 未 払 金 143

負 債 合 計 14,725

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 18,349

資 本 金 2,158

資 本 剰 余 金 2,083

資 本 準 備 金 2,083

利 益 剰 余 金 14,131

利 益 準 備 金 89

そ の 他 利 益 剰 余 金 14,041

製 品 保 証 準 備 金 1,000

別 途 積 立 金 10,127

繰 越 利 益 剰 余 金 2,914

自 己 株 式 △22

評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,845

その他有価証券評価差額金 1,058

土 地 再 評 価 差 額 金 1,786

純 資 産 合 計 21,194

資 産 合 計 35,920 負 債 純 資 産 合 計 35,920

－ 35 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

（ 自　平成30年１月１日
至　平成30年12月31日 ）

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　　額

売 上 高 33,030

売 上 原 価 26,870

売 上 総 利 益 6,159

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,080

営 業 利 益 2,079

営 業 外 収 益

受 取 利 息 9

受 取 配 当 金 1,760

受 取 賃 貸 料 15

そ の 他 44 1,829

営 業 外 費 用

支 払 利 息 15

為 替 差 損 115

そ の 他 8 139

経 常 利 益 3,769

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0

そ の 他 2 3

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 19

災 害 に よ る 損 失 15

そ の 他 1 35

税 引 前 当 期 純 利 益 3,737

法人税、住民税及び事業税 791

過 年 度 法 人 税 等 164

法 人 税 等 調 整 額 △13 942

当 期 純 利 益 2,795

－ 36 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

（ 自　平成30年１月１日
至　平成30年12月31日 ）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準 備 金
資本剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計製品保証

準 備 金
別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,158 2,083 2,083 89 800 7,827 3,308 12,025 △11 16,254

事 業 年 度 中 の
変 動 額

別途積立金の
積 立

2,300 △2,300 － －

製品保証準備
金 の 積 立

200 △200 － －

剰余金の配当 △689 △689 △689

当 期 純 利 益 2,795 2,795 2,795

自己株式の取得 △10 △10

株主資本以外の項目
の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

－ － － － 200 2,300 △394 2,105 △10 2,094

当 期 末 残 高 2,158 2,083 2,083 89 1,000 10,127 2,914 14,131 △22 18,349

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 1,497 1,786 3,284 19,539

事 業 年 度 中 の
変 動 額

別途積立金の
積 立

－

製品保証準備
金 の 積 立

－

剰余金の配当 △689

当 期 純 利 益 2,795

自己株式の取得 △10

株主資本以外の項目
の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

△439 － △439 △439

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

△439 － △439 1,655

当 期 末 残 高 1,058 1,786 2,845 21,194

－ 37 －

株主資本等変動計算書
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

子会社株式および関連会社株式----移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの----決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの----移動平均法による原価法

(2)デリバティブ

時価法

(3)たな卸資産

製品・仕掛品・原材料・貯蔵品----総平均法による原価法 (貸借対照表

価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法)

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産--------

(リース資産を除く)

定率法（平成10年４月１日以後に取得した建物（建

物附属設備を除く）および、平成28年４月１日以

後に取得した建物附属設備及び構築物については

定額法）

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物                   22年～38年

機械及び装置           ９年

無形固定資産--------

(リース資産を除く)

定額法。なお、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。

リース資産----------リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度に負担すべき

支給見込額を計上しております。

－ 38 －

（重要な会計方針）
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(3)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる事項

(1)退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっております。

(2)消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理の方法は税抜方式によっております。

（貸借対照表関係）

１．担保に供している資産並びに担保付債務は次のとおりであります。

担保資産

建物 1,265 百万円

構築物 82

機械及び装置 1,372

土地 2,648

合計 5,368 百万円

担保付債務

長期借入金 1,256 百万円

（１年内返済予定の長期借入金を含む）

－ 39 －

（重要な会計方針）
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２．「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）およ

び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31

日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該評価差額

に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。

再評価を行った年月日 平成12年12月31日

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 2,834百万円

　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第

16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額

を算出するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出し

た価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出する

方法を採用しております。

　なお､当該事業用土地の平成30年12月31日における時価の合計額は

1,694百万円であり、再評価後の帳簿価額の合計を1,140百万円下回ってお

ります｡

３. 有形固定資産の減価償却累計額は13,144百万円であります。

４. 期末日満期手形の会計処理については、当事業年度末日は金融機関の休日
でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。
当事業年度末日満期手形は次のとおりであります。

受取手形 1百万円

５. 関係会社に係る注記
　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている関係会社に関するも
のは次のとおりであります。
短期金銭債権 4,133百万円
短期金銭債務 787百万円

６. 当座貸越契約
　当社は運転資金枠を確保し、資金調達の機動性と安定性を高めるため、
取引金融機関との間で当座貸越契約を締結しております。
　当事業年度末の当座貸越契約は以下のとおりであります。

当座貸越極度額の総額  2,400百万円
借入実行残高 －

差引額 2,400百万円

－ 40 －

（重要な会計方針）
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（損益計算書関係）

１. 関係会社との取引高は次のとおりであります。

売上高 12,479百万円

仕入高 3,943百万円

営業取引以外の取引 1,844百万円

２. 災害による損失

平成30年９月の台風21号に伴い、神戸港コンテナヤードにおいて当社在

庫が浸水したことによるものであります。

３. 過年度法人税等

当社は、大阪国税局より平成27年12月期から平成29年12月期（一部につ

いては、平成25年12月期から平成29年12月期）までの課税年度の法人税等

について税務調査を受け、主に設備製作費用の資産計上、子会社との出向

者費用の分担および技術支援費用の請求等について指摘を受けた結果、過

年度法人税等164百万円を計上しております。

なお、税務当局からの指摘につきましては、見解の相違に起因するもの

でありますが、当局からの指摘を受け入れ修正申告を行いました。

（株主資本等変動計算書関係）

自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当期末株式数

普 通 株 式 25,415株

－ 41 －

（重要な会計方針）
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（税効果会計関係）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

平成30年12月31日現在

繰 延 税 金 資 産

賞 与 引 当 金 59百万円

退 職 給 付 引 当 金 834

長 期 未 払 金 38

投 資 有 価 証 券 10

関 係 会 社 株 式 22

貸 倒 引 当 金 2

減 価 償 却 費 11

そ の 他 54

繰延税金資産小計 1,033

評 価 性 引 当 額 △37

繰延税金資産合計 995

繰 延 税 金 負 債

その他有価証券評価差額金 △466

繰延税金負債合計 △466

繰延税金資産の純額 529

－ 42 －

（重要な会計方針）
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権の
所有割合

(%)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注３）

科目
期末残高
（百万円）
（注３）

子会社
ニチリン　テネ
シー　インク

所有
直接

80.0
間接

20.0

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売
（注１）

2,678 売掛金 779

子会社
ニチリン－フレ
ックス　ユー・エ
ス・エー　インク

所有
直接

100.0

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売
（注１）

1,203 売掛金 432

子会社
ピーティー．ニ
チリン　インド
ネシア

所有
直接

51.0

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売
（注１）

2,857 売掛金 537

子会社
ニチリン　ベト
ナム　カンパニ
ー　リミテッド

所有
直接

86.7
間接

13.3

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売
（注１）

1,412 売掛金 360

子会社 日輪機工㈱
所有
直接

99.9

部分品の仕
入・外注加
工
役員の兼任

部分品の仕
入および外

注加工
（注２）

1,441

電子記
録債務

76

買掛金 181

子会社
蘇州日輪汽車部
件有限公司

所有
直接

72.0
役員の兼任

出資の引受
（注４）

1,106

－ －
増資の引受
（注４）

724

取引条件および取引条件の決定方針等

(注１)製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提

示し、価格交渉のうえ、一般取引条件と同様に決定しております。

(注２)部分品の仕入および外注加工については、市場価格を勘案し価格交渉の

うえ、一般取引条件と同様に決定しております。

(注３)取引金額には消費税を含まず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。

(注４)会社設立に伴い、当社が出資の引受、増資の引受を行ったものでありま

す。

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 1,477.38円

１株当たり当期純利益 194.84円

（重要な後発事象に関する注記）

重要な後発事象に関する注記については、連結注記表「重要な後発事象に関

する注記」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

－ 43 －

（重要な会計方針）
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成31年２月８日

株式会社　ニ　チ　リ　ン

取締役会　御中

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 増 村 正 之 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 西 方 　 実 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ニチリンの平成30年１月１日
から平成30年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
及びその他の注記について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社ニチリン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上

－ 44 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成31年２月８日

株式会社　ニ　チ　リ　ン

取締役会　御中

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 増 村 正 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 西 方 　 実 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ニチリンの平成30年
１月１日から平成30年12月31日までの第135期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書
について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上

－ 45 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成30年１月１日から平成30年12月31日までの第135期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、監査計画等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎
通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日　企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書）並びに計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書）及びその附属明細書について検討いたしました。

－ 46 －

監査役会の監査報告
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２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

（3）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

　平成31年２月12日

　株式会社ニチリン 監 査 役 会

　　　常勤監査役 橋 本 　 進 ㊞

　　　常勤監査役 手 塚 俊 雄 ㊞

　　　社外監査役 小 野 浩 昭 ㊞

　　　社外監査役 木 村 美 樹 ㊞

以　上

－ 47 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、将来にわたる株主利益の確保と必要な内部留保を行い、業績も勘案

しながら安定した配当を継続して実施することを基本方針としております。内

部留保は、東日本大震災等の非常時の経験、リコールのリスク、当社の主要事

業分野である自動車業界の急激な技術変革に対応するため、現預金は連結月次

売上高の３か月分程度が必要と判断しております。また、今後、中期経営計画

（フェーズⅡ）を達成するため、2018年度は蘇州新工場建設（中国）、ＩＨＸ

（カーエアコン用内部熱交換器）等の新製品および既存製品の増産設備など55

億円の設備投資を行い、2019年度も引き続き66億円の設備投資を行う予定であ

り、多くの資金需要がある見込みであります。

　上記の状況を勘案し、剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたし

たいと存じます。

１．期末配当に関する事項

　期末配当につきましては、当期の業績等を勘案し、以下のとおりといた

したいと存じます。

(1) 株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその額

当社普通株式１株につき　金25円　　総額　358,652,125円

（ご参考）中間配当を含めた第135期の年間配当は、１株につき金50円

となります。

(2) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成31年３月28日

２．その他の剰余金の処分に関する事項

　その他の剰余金の処分につきましては、安定配当の実施や今後の経営環

境等を勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 減少する剰余金の項目およびその額

繰越利益剰余金　2,100,000,000円

(2) 増加する剰余金の項目およびその額

別 途 積 立 金　1,800,000,000円

製品保証準備金　　300,000,000円
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第２号議案　取締役７名選任の件

取締役７名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締

役７名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

１

し み ず 　 よ し お

清 水 　 良 雄
(昭和26年１月27日生)

昭和48年４月　当社入社

平成９年３月　当社取締役

４月　ニチリン インク代表取締役社長

平成14年３月　当社代表取締役専務

平成15年３月　当社代表取締役社長

平成27年３月　当社代表取締役会長[現任]

43,782株

選任理由

清水良雄氏は、経営者として豊富な経験と幅広い見識を持ち、海外

事業をはじめ当社の様々な部門に精通する等、当社の取締役にふさ

わしい経験と能力を有しております。また、取締役会議長として取

締役会を適切に運営し、当社のガバナンス体制の強化に貢献してお

ります。これらのことから、当社の持続的な企業価値向上に資する

者として適任であると判断し、同氏を取締役候補者といたしまし

た。

２

まえだ　りゅういち

前 田 　 龍 一
(昭和33年５月11日生)

昭和56年４月　当社入社

平成15年12月　当社生産本部長

平成16年３月　当社取締役

平成18年12月　当社海外本部長

平成19年３月　当社常務取締役

平成25年３月　当社代表取締役[現任]

当社常務執行役員

平成27年３月　当社社長執行役員[現任]

北南米地域統括[現任]

平成30年３月　当社ＧＭＩ推進部担当[現任]

21,834株

選任理由

前田龍一氏は、豊富な経験と幅広い知識を活かし、強いリーダーシ

ップをもって、業務執行の最高責任者として、その手腕を発揮して

おります。取締役会では、当社の重要な業務執行の意思決定に深く

携わり、また、当社の経営の方針を明確に示しております。これら

のことから、当社の持続的な企業価値向上に資する者として適任で

あると判断し、同氏を取締役候補者といたしました。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

３

　たにぐち　としかず

※ 谷 口 　 利 員
(昭和35年８月12日生)

昭和58年４月　当社入社

平成９年４月　当社技術部長

平成13年４月　当社神戸営業部長

平成15年７月　ニチリン ユー・ケー・リミテッド代表

取締役社長

当社主幹（部長）

平成22年３月　当社海外営業部長

平成23年３月　当社取締役海外営業部長

平成25年３月　当社上席執行役員

平成27年３月　当社常務執行役員[現任]

当社技術部担当[現任]

平成29年３月　当社原価管理室担当[現任]

10,327株

選任理由

谷口利員氏は、海外子会社社長を経験し、平成23年から２年間当社

取締役として経営に参画した経験を有しており、現在は常務執行役

員として技術・原価管理に係る統括的な立場で、適時的確に業務を

執行しております。当社の主要取引先である自動車業界はＥＶ化

を含め大きな変革期にあり、これらに的確に対応する知識、経験を

有している者として取締役に適任であると判断し、同氏を取締役候

補者といたしました。

４

　きくもと　ひでき

※ 菊 元 　 秀 樹
(昭和40年11月14日生)

昭和63年４月　当社入社

平成17年３月　当社神戸営業部次長

平成22年１月　上海日輪汽車配件有限公司出向

当社主幹（次長）

４月　上海日輪汽車配件有限公司総経理

当社主幹（部長）

平成27年３月　当社執行役員[現任]

当社神戸営業部長[現任]

4,520株

選任理由

菊元秀樹氏は、中国子会社の社長として中国の商習慣、雇用環境な

どに適時的確に対応し、成長を加速させた実績を有しており、現在

は執行役員として営業部に係る業務を適時的確に執行しておりま

す。また、国内外の自動車関連・非自動車関連会社に関する豊富な

知識ならびに取引先との交渉力を有している者として取締役に適

任であると判断し、同氏を取締役候補者といたしました。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

５

　 そ が 　 ひ ろ ゆ き

※ 曽 我 　 浩 之
(昭和40年４月３日生)

昭和63年４月　当社入社

平成22年２月　ニチリン ユー・ケー・リミテッド出向

当社主幹（次長）

３月　ニチリン ユー・ケー・リミテッド代表

取締役社長[現任]

平成23年４月　当社主幹（部長）

平成28年７月　ハッチンソン ニチリン ブレーキ ホー

シーズ出向（現ニチリン スペイン エ

ス・エル）

10月　同社（現ニチリン スペイン エス・エ

ル）ＣＥＯ

平成29年３月　当社執行役員[現任]

平成30年11月　当社海外営業部担当[現任]

平成31年３月　ニチリン スペイン エス・エル取締役

会議長[現任]

（重要な兼職の状況）

ニチリン ユー・ケー・リミテッド代表取締役社長

ニチリン スペイン エス・エル取締役会議長

3,500株

選任理由

曽我浩之氏は、北米・欧州子会社に赴任し、海外経験は20年を超

え、その間、子会社の設立や閉鎖など多様な経験を有しており、現

在は執行役員として、欧州子会社２社の代表を兼任し、また、海外

営業部で海外経験を活かし、その手腕を発揮しております。特に欧

米メーカーとのアジア市場を含む取引拡大について、グローバルに

対応できる者として取締役に適任であると判断し、同氏を取締役候

補者といたしました。

６

や の 　 す す む

矢 野 　 進
(昭和30年４月19日生)

昭和53年４月　日本精化㈱入社

平成12年４月　同社医薬製造部長

平成14年11月　同社医薬品工場長

平成15年６月　同社執行役員生産技術本部副本部長

兼高砂工場長

平成16年６月　同社取締役生産技術本部長

平成18年６月　同社代表取締役執行役員社長[現任]

平成28年３月　当社取締役[現任]

（重要な兼職の状況）

日本精化㈱代表取締役執行役員社長

－ 株

選任理由

矢野　進氏は、精密化学品・香粧品等の製造販売を行う企業の経営

者としての豊富な経験および知識をもとに、独立した立場から取締

役および執行役員の監督を適時、適切に行っております。これらの

ことから、当社の持続的な企業価値向上に資する者として適任であ

ると判断し、同氏を社外取締役候補者といたしました。

なお、当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもっ

て３年であります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

７

　すずき　かずふみ

※ 鈴 木 　 一 史
(昭和51年２月11日生)

平成10年４月　日商岩井㈱（現 双日㈱）入社

平成17年７月　Sojitz(Malaysia)Sdn.Bhd.出向

平成20年４月　Sojitz Taiwan Corporation出向

平成25年10月　太陽鉱工㈱入社　開発部部長

平成26年６月　同社取締役開発部長

平成27年６月　同社常務取締役

東邦金属㈱社外取締役[現任]

平成29年６月　太陽鉱工㈱取締役副社長

平成30年６月　同社代表取締役社長[現任]

（重要な兼職の状況）

太陽鉱工㈱代表取締役社長

東邦金属㈱社外取締役

－ 株

選任理由

鈴木一史氏は、総合商社において海外勤務を行った経験に加え、合

金鉄の製造販売を行う企業の経営者としての豊富な経験および知識

をもとに、取締役および執行役員の業務執行に対する的確な監督お

よび経営のアドバイスが期待できると判断し、同氏を社外取締役候

補者といたしました。

（注）1.取締役候補者曽我浩之氏は、ニチリン ユー・ケー・リミテッド代表取締役社長およびニ

チリン スペイン エス・エルの取締役会議長を兼任しており、当社は当該会社との間に

部品取引関係があります。その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係は

ありません。

2.矢野　進氏および鈴木一史氏は、社外取締役候補者であります。

3.鈴木一史氏が社外取締役として就任している会社（平成27年６月就任）において、平成

26年３月期から平成30年３月期までの有価証券報告書等の記載内容が不適切であったこ

とにより平成30年11月にその訂正を行っております。同社の社外取締役として、前記訂

正の原因となった取引事案の再発防止策等に関する提言や取締役の責任と処分に関する

アドバイスを行い、また、改善計画に基づく同社のコーポレートガバナンス体制の強化

の監督および評価を行っております。

4.矢野　進氏は、東京証券取引所の定める独立役員として届け出ており、本議案が原案ど

おり承認可決された場合、引き続き独立役員となる予定です。また、鈴木一史氏におい

ても本議案が原案どおり承認可決された場合、東京証券取引所の定める独立役員として

届け出る予定であります。

5.当社は、矢野　進氏との間で、会社法第427条第１項に規定する損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。本議案が原案どおり承認可決された場合、本契約を継続する

予定です。なお、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額であります。ま

た、鈴木一史氏においても本議案が原案どおり承認可決された場合、同契約を締結する

予定であります。

6.※印は新任の候補者であります。

－ 52 －
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第３号議案　取締役の報酬総額等改定および取締役に対する譲渡制限付株式の割

当てのための報酬支給の件

当社の取締役の報酬は、平成27年３月26日開催の第131期定時株主総会におい
て、固定報酬月額1,500万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まな
い。）と業績連動報酬年額１億円以内として、承認いただき現在に至っており
ます。
今般、取締役（社外取締役および業務を執行しない取締役を除く。以下、「対

象取締役」という。）の報酬に、より業績や職責等を反映させるため、固定報
酬と業績連動報酬を統合し、年俸制に改め、その報酬総額を年額３億円以内（現
報酬総額より年額2,000万円増）とすることについて、承認をお願いするもので
あります。なお、社外取締役および業務を執行しない取締役については、従来
通り固定報酬といたします。（本固定報酬は年俸の総額枠内に含みます。）
各取締役の年俸は、透明性を高めるため、毎年３月末開催の取締役会におい

て、決議いたします。なお、改定後の取締役の報酬額には、従来どおり使用人
分給与は含まないものといたします

また、上記の報酬枠とは別枠として、取締役の報酬と株式価値との連動性を
より一層強めることにより、取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るイ
ンセンティブを与えるとともに、取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進
めることを目的として、譲渡制限付株式報酬制度（以下、「本制度」という。）
を導入するものとし、対象取締役に対し、新たに譲渡制限付株式の割当てのた
めの報酬を支給することにつき、ご承認をお願いいたします。

本議案に基づき、上記の目的を踏まえ相当と考えられる金額として、対象取
締役に対して支給する金銭報酬の総額は年額5,000万円以内といたします。ま
た、対象取締役への具体的な支給時期および配分については、取締役会におい
て決定することといたします。
なお、現在の取締役は７名（うち社外取締役２名）であり、第２号議案が原

案どおり承認可決されますと、取締役は７名（うち社外取締役２名）となり、
対象取締役は５名となります。
対象取締役は、取締役会決議に基づき譲渡制限付株式として発行または処分

される普通株式について、対象取締役に支給される金銭報酬債権の全部を現物
出資財産として当社に給付し、当該普通株式を引き受けるものとします。なお、
本制度により対象取締役に対して発行または処分される普通株式の総数は年
50,000株以内とし、その１株当たりの払込金額は、当該普通株式の募集事項を
決定する各取締役会決議の日の前営業日の東京証券取引所における普通株式の
終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）
を基礎として、対象取締役に特に有利な金額にならない範囲において取締役会
にて決定いたします。また、これによる普通株式の発行または処分に当たって
は、当社と対象取締役との間で、以下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以
下、「本割当契約」という。）を締結するものといたします（本割当契約によ
り割当てを受けた普通株式を、以下、「本割当株式」という。）。

(1) 譲渡制限期間
対象取締役は、本割当株式の払込期日から30年間（以下、「本譲渡制

限期間」という。）、本割当株式について、譲渡、担保権の設定、生前
贈与その他の処分をしてはならないものとします（以下、「本譲渡制
限」という。）。

(2) 譲渡制限の解除条件
対象取締役が本譲渡制限期間中、継続して当社の取締役、監査役、執

行役員のいずれかの地位にあったことを条件として、本割当株式の全部
について、本譲渡制限期間が満了した時点をもって本譲渡制限を解除し
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ます。ただし、対象取締役が任期満了（病気等正当な理由として取締役
会が退任を認めた場合も含む）または死亡により、本譲渡制限期間が満
了する前に当社の取締役、監査役、執行役員のいずれの地位からも退任
した場合には、本譲渡制限を解除する本割当株式の数および本譲渡制限
を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとします。

(3) 無償取得事由
①当社は、上記(2)で定める本譲渡制限解除時点において、本譲渡制限
が解除されない本割当株式がある場合には、当然に無償で取得するも
のとします。

②その他の無償取得事由は、当社の取締役会決議に基づき、本割当契約
に定めるものとします。

(4) 組織再編等における取り扱い
上記(1)の定めにかかわらず、当社は、本譲渡制限期間中に、当社が

消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約または
株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が株主総会（ただし、当
該組織再編等に関して株主総会による承認を要さない場合においては、
取締役会）で承認された場合には、取締役会の決議により、本譲渡制限
期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合
理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に
先立ち、本譲渡制限を解除するものとします。

(5) その他
①上記(2)または(4)に基づき本譲渡制限が解除された時点においてな
お本譲渡制限が解除されていない本割当株式について、当社は当然に
無償で取得するものとします。

②本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定める
ものとします。

以　上
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議決権行使にあたってのご注意
【第３号議案に関する補足説明】
１．改定の目的

現在の業績連動報酬は連結純利益30億円で上限に達する設計となってい
るため、更に業績を上げるインセンティブとなるよう報酬体系を見直すこ
と、取締役の報酬と株式価値との連動性をより一層強めることを目的に取
締役報酬の改定を提案いたしました。

２．取締役報酬決定に関する基本方針
業務執行の監督機能を有効に機能させるための優秀な人材を確保し、ニ

チリングループの企業価値の維持、向上を図るインセンティブとなること、
ならびに、株主の皆様と価値を共有化できることを取締役報酬決定に関す
る基本方針といたします。

３．取締役報酬等の水準
取締役報酬等の水準は、第三者機関による役員報酬に関する調査データ

や業界水準等を参考といたしました。
４．取締役報酬等の構成および決定方法

年俸は、代表権の有無および委嘱された執行役員の役位（以下、役位と
いう。）ならびに前期の連結業績および今期の連結業績予想等を勘案して、
人事総務部担当役員が報酬原案を作成し、取締役会の決議によりその額を
毎年決定いたします。なお、連結業績は特に親会社株主に帰属する当期純
利益（以下、連結純利益という。）を重視いたします。このような決定過
程を経ることにより、特定の取締役による恣意的決定を排除し、合理的な
額を決定いたします。報酬委員会など特別な組織は設けておりませんが、
取締役会で議論して決定することにより、透明性は確保できると判断して
おります。
また、各取締役の年俸は役位ごとに下限と上限を定めており、いずれの

役位も下限を100とした場合、上限は約180としており、年度毎にこの範囲
内で変動いたします。役位間の差としては、代表取締役社長を100とした場
合、その他の役位は約50～90の間で決定いたします。
なお、年俸は12分割し、毎月均等に支払うことといたします。
株式報酬は、連結純利益が５億円以上の場合に支給し、役位、前期の連

結業績および今期の連結業績予想等を勘案して、毎年取締役会の決議によ
り決定いたします。各取締役の株式報酬は役位ごとに下限と上限を定めて
おり、下限を100とした場合、上限は約300としており、年度毎にこの範囲
内で変動いたします。役位間の差としては、代表取締役社長を100とした場
合、その他の役位は約40～70の間で決定いたします。
なお、役員報酬総額に占める株式報酬の割合は役位等により異なります

が、約３～９％の範囲内であります。
現在の業績であれば、年俸と株式報酬の合計額は、現行の固定報酬と業

績連動報酬の合計額より、３％程度増える見込みとなります。

以上
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株主総会会場ご案内図

■会場：神戸商工会議所　３階　神商ホール
■住所：神戸市中央区港島中町６丁目１番地
■電話：078－303－5804

 

■交通：三宮駅からポートライナーで約10分、市民広場駅
下車、北へ徒歩５分
※駐車場は台数に限りがございますので公共交通
機関をご利用ください。
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